固定資産税課税標準特例（先端設備）適用申告書
令和　　　年　　　月　　　日
（宛先）幸田町長
　　　　　　　
（申告者）住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _GoBack]氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　附則第１５条　第４１項
地方税法　　　　　　　　　　　　　の規定による固定資産税の課税標準の特例の適用を受ける固定資産は次のとおりです。(※)
　　　　　附則第６４条　　

	償却資産

	種類
	資産の名称
	数量
	取得年月日
	取得金額
	設置場所

	
	
	
	
	令和　年　　月　　日
	　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	令和　年　　月　　日
	　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	令和　年　　月　　日
	　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	令和　年　　月　　日
	　　　　　　　円
	

	
	
	
	
	令和　年　　月　　日
	　　　　　　　円
	


※改正前は附則第１５条第４７項及び附則第６２条


	事業用家屋

	家屋の所在地
	用途
	建築年月日
	床面積

	
	
	
	延床面積
	うち事業用面積

	
	
	令和　　年　　月　　日
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	
	令和　　年　　月　　日
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	
	令和　　年　　月　　日
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	
	令和　　年　　月　　日
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	
	令和　　年　　月　　日
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡




	同意欄
（どちらかに☑を入れてください）
	本特例の適用に必要な資料として、幸田町企画部企業立地課に提出した書類の閲覧・複写をすることに
□　同意します。　　　　　　　　　□　同意しません。（※１）

	添付書類
	· 先端設備等導入計画の認定書（写）
□ 確定申告書等事業用面積が分かる書類（事業用家屋のみ）


（※１）同意いただけない場合は、上記の添付書類に加えて以下の書類をご提出ください。
・認定経営革新等支援機関による先端設備等導入計画に関する確認書（写）
・先端設備等導入計画に係る認定申請書（写）	・工業会等による生産性向上要件証明書（写）
・建物図面（事業用家屋のみ）			・先端設備購入契約書の写し（事業用家屋のみ）
・建築確認済証（事業用家屋のみ）
＊リースの場合は、リース契約書（写）、固定資産税軽減額計算書（写）もご提出ください。
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